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第1章 計画策定の背景 

1．1 計画の趣旨 

人口減少・超高齢社会が到来する中、総務省の自治体戦略２０４０構想研究会から「地

方自治体においても２０４０年頃には労働力の深刻な供給制約を受けるため、今までの半

分の職員数でも担うべき機能が発揮される仕組みを構築する必要がある」との提言が示さ

れました。 

また、Society 5.0（超スマート社会）の到来に伴い、ＡＩやＩｏＴ、ＲＰＡ等の技術革

新が加速し、社会に大きな影響を与え始めるとともに、災害リスクの高まりや老朽化した

インフラの増加など顕在化している課題に加え、新型コロナウイルス感染症対策に伴う行

政サービスのデジタル化の遅れといった新たな課題も生じています。 

これら多様な課題に対応するためには、高度なデジタル技術を活用し、効率的に市民サー

ビスを提供できるスマート自治体への転換が求められています。 

本市においては、景気低迷や人口減少により市税収入が減少傾向にある中、人件費など

の経常的に支出される経費に加え、高齢者福祉や障害者福祉、子育て支援などに関する社

会保障経費が増加しており、財政状況は非常に厳しいものとなっています。 

こうした状況下にあって、本市は第４次狭山市総合計画で将来像として目指している「緑

と健康で豊かな文化都市」を実現するために、自治体ＤＸ（デジタルトランスフォーメー

ション）に取り組み、情報システムの最適化による効率的な行政運営を推進し、限られた

経営資源の中で市民サービスの向上を図っていきます。 

今後も質の高い市民サービスを提供するために、従来の枠組みを抜本的に見直したス

マート自治体への転換を推進することを目的とした「第３次狭山市情報化基本計画」を策

定します。 
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 1．2 計画の位置付け 

本計画は、国や県の最新動向を踏まえ、更に市民・地域ニーズを反映させるものとし、

本市においては第４次狭山市総合計画を上位計画として、狭山市行財政改革指針と密接に

連携します。 

また、本計画はスマート自治体への転換を推進する計画であるとともに、官民データ活

用推進基本法第９条３項に基づき、本市における官民データ活用推進計画としても位置付

けます。 

なお、本計画に掲げられた施策を計画的かつ効率的に実現するため、本計画に基づく具

体的な事業を示す実施計画を別途定めた上で、さらに１年ごとに見直しを行い、常に時代

に即した形での進行管理を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国の動向 

県の動向 

第４次狭山市 総合計画 

連携 
狭山市  

行財政改革指針 
狭山市  

情報化基本計画 

市民・地域ニーズ 

 

実施計画 
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 1．3 計画の期間 

計画の期間については、第４次狭山市総合計画との整合性を図るため、令和３年度から

後期基本計画の終期である令和７年度までの５年間とします。 

また、社会情勢や国・県の最新動向を踏まえ、適宜計画の見直しを行うものとします。 

 年度 H15 H18 H22 H28 R3 R7 

  2003 2006 2010 2016 2021 2025 
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第 1 次計画 第 2 次計画 第 3 次計画 

実施計画（1 年ごとに見直し） 

第 3 次狭山市総合振興計画（基本構想） 

前期基本計画 中期基本計画 後期基本計画 

第 4 次狭山市総合計画（基本構想） 

前期基本計画 後期基本計画 

行財政改革指針 

個別行動計画 

行財政集中改革プラン 

個別行動計画 

第 3 次行財政改革

大綱 
第 4 次行財政改革

大綱 
延長 

第 1 次 

行財政改革

プログラム 

第 2 次 

行財政改革

プログラム 

第 3 次 

行財政改革

プログラム 

第 4 次 

行財政改革

プログラム 

第 5 次 

行財政改革

プログラム 行財政

改革大

綱 IT 推進アク 

ションプラン 

2014-2016 

ICT 推進アク 

ションプラン 

2017-2019 

 

DX 推進

計画 
 

e-Japan

戦略 
IT 新改革戦略 新たな情報通

信技術戦略 
世界最先端 IT 国家創造 

宣言 

電子自治体オンライン利用促進指針 

電子自治体 

推進指針 
新電子自治体推進指針 

デジタル庁の 

設置（予定） 

世界最先端デジタル

国家創造宣言 

官民データ活用推進基本計画 

（官民データ活用推進基本法の制定） 

地方自治体におけるオンラ

イン利用促進指針 

電子自治体の取り組みを加速するための

10 の指針 

デジタル・ガバメント実行計画 

デジタル手続法の制定 

自治体ＤＸ推進計画 

未来投資戦略 

（Society5.0 の実現） 
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第2章 国・県の情報化政策の動向 

2．1 国における情報化政策の動向 

国は、デジタル社会の形成に向けた取り組みを加速させるため、令和３年９月デジタル

庁の創設を目指すなど、「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービス

を選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会」の実現に向け、各種デジタル改革関連

施策を急ピッチで進めています。 

(1) 官民データ活用推進基本法 

平成２８年１２月に「官民データ活用推進基本法」が施行されました。 

この法律は、少子高齢化などさまざまな課題に対応するため、国、地方公共団

体、独立行政法人、民間事業者などが管理するデータを活用することが必要で、

データを活用した新ビジネスの創出や、データに基づく行政、医療介護、教育な

どの効率化を目指すものです。 

なお、都道府県は、地域の状況に応じた官民データの活用推進に向けた基本的

な方針及び施策を定めた官民データ活用推進計画の策定が義務化されましたが、

市町村は、計画を策定することが努力義務として求められています。 

(2) デジタル手続法 

令和元年１２月に「情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便

性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における

情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律」が施行されました。 

この法律は、情報通信技術を活用し、行政手続きにおける利用者の利便性を高める

とともに、行政の簡素化・効率化を図ることを目的とした法律であり、次の３点を基

本原則としています。 

①デジタルファースト 

個々の手続き・サービスが一貫してデジタルで完結すること 

②ワンスオンリー 

一度提出した情報は、二度提出することを不要とすること 

③コネクテッド・ワンストップ 

複数の手続き・サービスをワンストップで実現すること 

※ これら基本原則を受け、地方公共団体においては、マイナポータル等を活用した

行政手続きのオンライン化や電子申請システムの他自治体との共同利用の推進が求

められています。 

 

 



第３次狭山市情報化基本計画 

 5 

(3) 世界最先端デジタル国家創造宣言 

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部が官民データ活用推進基本法に基づき

策定した「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」は、令

和２年７月に閣議決定されました。 

この計画は、全ての国民がデジタル技術とデータ利活用の恩恵を享受するとともに、

安全で安心な暮らしや豊かさを実感できるデジタル社会の実現に向けた、政府全体の

デジタル政策を取りまとめたものです。 

 

世界最先端デジタル国家創造宣言（概要） 

第１部 世界最先端デジタル国家創造宣言 

Ⅰ．新型コロナウイルス感染拡大の阻止、デジタル強靭化社会の実現 

 １．情報通信技術を活用した新型コロナウイルス感染症対策に係る取組 

２．デジタル強靱化を実現するための基本的な考え方 

３．働き方改革（テレワーク） 

４．学び改革（オンライン教育） 

５．くらし改革 

６．防災×テクノロジーによる災害対応 

７．社会基盤の整備 

８．規制のリデザイン 

Ⅱ．デジタル技術の社会実装 

Ⅲ．データ利活用によるインクルーシブな社会の実現 

 １．安全・公正なデジタル市場のルール形成 

２．官民連携による円滑なデータ流通に向けた環境整備 

３．オープンデータの更なる深化 

Ⅳ．社会基盤の整備 

 １．５Ｇを軸とした協業促進によるインフラ再構築 

２．基盤技術等 

３．スタートアップ 

４．人材の育成等 

第２部 官民データ活用推進基本計画 

Ⅰ．官民データ活用推進基本計画に基づく施策の推進 

 １．官民データ活用の推進に関する施策についての基本的な方針 

２．推進体制 
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(4) 自治体デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画 

「デジタル・ガバメント実行計画」における自治体関連の各施策について、自治体

が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化するとともに、総務省及び関係省庁によ

る支援策等をとりまとめ、デジタル社会の構築に向けた取り組みを全自治体において

着実に進めていくため、令和２年１２月に「自治体デジタルトランスフォーメーショ

ン（ＤＸ）推進計画」が策定されました。 

国が令和２年１２月に策定した「デジタル・ガバメント実行計画」では、自治体が

重点的に取り組むべき事項・内容を具体化するとともに、総務省及び関係省庁による

支援策等をとりまとめ、デジタル社会の構築に向けた取り組みを国、地方が一体となっ

て着実に進めていくこととしています。 

重点取組事項には、下記の６項目が掲げられています。 

①情報システムの標準化・共通化 

目標時期を令和７年度とし、自治体の主要な１７業務を処理するシステム

について国の策定する標準仕様に準拠したシステムへ移行します。 

②マイナンバーカードの普及促進 

令和４年度末までにほとんどの住民がマイナンバーカードを保有している

ことを目指し、交付円滑化計画に基づき、申請を促進するとともに交付体制

を充実します。 

③行政手続きのオンライン化 

令和４年度末を目指して、主に住民がマイナンバーカードを用いて申請を

行うことが想定される手続きについて、マイナポータルからマイナンバー

カードを用いてオンライン手続きを可能にします。 

④ＡＩ・ＲＰＡの利用促進 

情報システムの標準化や共通化、行政手続きのオンライン化を契機に、国

が策定するＡＩ・ＲＰＡ導入のためのガイドブック等を参考に、ＡＩ・ＲＰ

Ａの導入、活用を推進します。 

⑤テレワークの推進 

国が提供するテレワークの導入事例やセキュリティポリシーガイドライン

等を参考に、テレワークの導入、活用を推進します。 

⑥セキュリティ対策の徹底 

適切にセキュリティポリシーの見直しを行い、セキュリティ対策を徹底し

ます。 
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 2．2 県における情報化政策の動向 

埼玉県は、令和２年度に県及び県内全市町村で構成する埼玉県電子自治体推進会議を埼

玉県スマート自治体推進会議へ改組し、県内の地方公共団体における電子自治体構築の総

合的かつ円滑な推進を進めています。 

(1) 埼玉県行財政改革大綱 

埼玉県は、計画体系の見直しにより、令和２年度から「埼玉県ＩＣＴ推進アク

ションプラン」を「埼玉県行財政改革大綱」に統合し、３つの方向性の１つ目に

「県庁のＩＣＴ化・働き方改革」として位置付けています。 

 

埼玉県行財政改革大綱（抜粋） 

１ 県庁のＩＣＴ化・働き方改革 

１－１ 県庁のＩＣＴ化 

 （１）ＡＩ・ＲＰＡ等の更なる活用 

（２）ペーパーレス化の推進 

（３）窓口の電子化の推進 

（４）業務のＩＣＴ化による効率化の推進 

（５）サイバーセキュリティ対策の強化 

１－２ 働き方改革 

 （１）テレワークの更なる推進 

（２）ワークライフバランスの推進 

（３）ＡＩ・ＲＰＡ等の更なる活用（再掲） 

２ 多様な主体との連携・県民参画の推進 

３ 経営感覚を持った行財政運営 

 

(2) 埼玉県デジタルトランスフォーメーション推進計画 

埼玉県デジタルトランスフォーメーション推進計画は、埼玉県の行政サービス

及び行政事務のデジタル化による社会変革を目指す計画であるともに、官民デー

タ活用推進基本法第９条１項に規定する、当該都道府県の区域における官民デー

タ活用の推進に関する施策ついての計画として位置付け、令和３年に策定を予定

しています。 
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第3章 狭山市情報化の現状と課題 

3．1 狭山市情報化の現状 

昭和５７年に庁内にオフィスコンピュータを導入し、住民基本台帳システムの運用を開

始し、その後、印鑑登録のシステム化を図り、昭和６３年には各出張所（当時）における

諸証明の発行を開始しました。 

平成２年に庁内に汎用コンピュータを設置し、翌平成３年より住民記録業務、税業務と

順次処理を拡大してきました。その後、住民基本台帳システム・地方税務システムなどを

アウトソーシングし、ワンストップサービスを目指してサーバ系システムに移行しました。

それにより平成２６年に住民基本台帳システム、地方税務システムについてワンストップ

サービスの一形態である総合窓口化を実現しました。また、平成２７年の社会保障・税番

号制度の施行に伴い、平成２９年には庁内ネットワークの３層分離などによるセキュリ

ティの強化を行い、同制度に係る情報連携とマイナンバーカードを利用した証明書コンビ

ニ交付サービスを開始しました。 

現在、主な行政情報システムとして、住民情報系システム（住民基本台帳システム、地

方税務システム等）と内部情報系システム（財務会計システム、文書管理システム、グルー

プウェア等）を整備し、市民サービスの向上と事務の効率化に取り組んでいます。 

インターネットによる市民サービスの分野においては、平成１１年に公式ホームページ

を開設し、図書館蔵書検索、公共施設予約、各種申請書のダウンロード、電子申請の対応

を行いました。さらに、近年のＳＮＳ等の普及に対応し、平成２３年に市民交流促進総合

ポータルサイト「さやまルシェ」、平成２６年に狭山市公式フェイスブックと狭山市公式

ツイッター、平成２８年に狭山市公式ＬＩＮＥを開設し、市のイベント情報や観光情報、

災害情報等、様々な情報を提供しています。加えて、令和２年１月から外部公開用にオー

プンデータライブラリを整備し、情報化社会の進展に対応しています。 

近年多発する傾向にある自然災害対策分野では、平成１９年に携帯メールを利用した「狭

山市消防参集システム」を稼働させ、翌年には対象を全職員に拡大し、災害発生時に参集

可能な職員の即時把握により、迅速で的確な初動体制の確保と被災状況の把握、集積、管

理を可能としました。さらには、平成２５年に市立小・中学校や市立幼稚園、市内の保育

所等に通う児童・生徒の保護者を対象とした緊急時一斉メール配信サービス「さやまっ子

緊急メール」の運用を開始しました。平成２７年には迅速に罹災証明書を発行する被災者

支援システムを構築しました。加えて、令和２年には災害時にも活用可能な出先施設等と

リアルタイムに情報共有できるオンライン会議システムを導入しました。 
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 3．2 狭山市情報化の課題 

本市では、これまで市民サービスの向上と効率的な行政事務の執行を目指して積極的に

情報化を推進してきましたが、情報システム導入に際して付随する開発費及び運用経費は

増加傾向にあるとともに、後年度の維持管理経費も増加しており、費用対効果の検証やトー

タルコストの縮減が課題となっています。また、情報化における専門的な人材の不足など

様々な課題が存在しています。 

情報化の推進における代表的な課題は、以下の３点が挙げられます。 

 

ア） 行政情報システムの全体最適化 

新たな市民サービスの提供とスマート自治体への転換を推進していく上では、コ

ストの削減や運用管理負担の軽減を考慮した行政情報システムの最適化が必要で

す。また、情報セキュリティ対策や、ＢＰＲによる業務プロセスの再構築など、全

庁的な視点から成果を意識した全体最適化を図る必要があります。 

 

イ） 地域情報化の推進 

社会経済環境の大きな変化とともに多様化、高度化している市民のニーズに応え

るためには更なる情報化への取り組みが求められ、本市のデジタル技術活用の起点

に「市民サービスの向上」のための地域情報化の再構築と一層の推進が必要となり

ます。また近年、地震や気象災害などの自然災害が多発しており、地域の安全・安

心の確保に向けた市民サービスが求められています。 

 

ウ） ＩＣＴガバナンスの強化 

国はデジタル強靭化社会の実現を目指し、ＩＴ基本法の改正やデジタル庁の創設

に取り組んでいます。加速する情報化に対応するとともに、進化し続けるデジタル

技術の調査・研究及び組織内の調整を早急かつ円滑に行い、絶えず的確で迅速な決

断をするためには、これまでの実績にとらわれることなく、情報化推進体制やＩＣ

Ｔガバナンスを柔軟に見直し、強化していく姿勢が必要です。 

 

これらの課題の一方で、令和元年に実施した市民意識調査においては、「地域情報化の

推進」をはじめとする情報化関連の項目は、満足度・充実希望度共に極めて低い状況です。

これは、本市におけるデジタル化の取り組みが行政の効率化を優先する一方で、市民生活

に十分浸透するまでには至っておらず、市民の実感を伴った形での取り組みとしては、な

お道半ばにあると市民に認識されていることの表れであり、いかに市民が利便性や快適性

を実感できるようにするかが喫緊の課題と言えます。 
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 3．3 地方公共団体における情報化の共通課題 

本市における情報化は、本市固有の課題のほか、次に示す地方公共団体における情報化

の共通課題をも踏まえつつ、推進していく必要があります。 

 

ア） 業務プロセスの標準化 

スマート自治体への転換を強力に進めていくためには、システム導入に際し、既

存の業務プロセスに固執してシステムを構築するのではなく、業務プロセス自体を

抜本的に見直してシステムを有効活用するという発想の転換により、業務プロセス

の標準化を図る必要があります。 

イ） システムの共同化・標準化 

現在よりも低コストで効率的にスマート自治体への転換を進めていくためには、

複数の団体が共同して情報システムの構築・運用を行う共同化の取り組みが有効で

す。そのために、個々の自治体による自前調達方式から、国や県を中心に標準化さ

れたシステムを利用する方式へ転換していく必要があります。 

ウ） デジタル化・ペーパーレス化 

スマート自治体への転換を進めていくためには、市民にとって負担となっている

手続きについて、不要な押印・書面提出等を廃止し、窓口に行かなくても目的を実

現できるよう考える必要があります。また、自治体にとっては、紙媒体で提出され

た書類をシステムに入力するといった作業が大きな事務負担であり、入口から一貫

して電子データの形にし、業務全体を通じてペーパーレス化を図ることが重要です。 

エ） 新しい技術・モデルの活用 

デジタル技術の世界では、新しい手法、技術、モデルが続々と誕生しています。

これらの有効性やコストを十分に見極めた上で、時流に遅れることなくスマート自

治体への転換へ向け積極的に導入していく必要があります。 

オ） 情報セキュリティ対策の強化 

情報セキュリティ対策の強化は、マイナンバー制度の施行によりその重要性がさ

らに高まっており、スマート自治体への転換と併行して、利便性を優先することで

情報に対するモラルが損なわれることがないよう、情報セキュリティ対策を一層強

化して実効性を高めていくことが必要不可欠です。 

カ） 自然災害や感染症等への対策 

今般の新型コロナウイルス感染症拡大により社会経済活動は激変し、様々な課題

が明らかになりました。特にデジタル化推進をうたいながらも、従来の対面手続き

を暗黙のうちに前提としていた体制が浮き彫りになったのが現在の状況であり、今

後はＤＸを加速し、抜本的なサービスの見直しを進める必要があります。 
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第4章 基本方針 

第４次狭山市総合計画（基本構想）では、将来像として「緑と健康で豊かな文化都市」

の実現を目指し、市民サービスの更なる向上を推進していくこととしています。 

本計画もこの将来像の実現に寄与するため、前章の本市を取り巻く情報化に係る諸課題

を念頭に、今後本市が取り組むべき情報化の基本方針を「スマート自治体への転換の推進」

と位置付け、そのための取り組みを加速するために３つの方針を掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア） 方針１ 行政サービスの高度化 

スマート自治体では、申請や手続きを一貫してオンライン化することや、ペーパー

レス化・はんこレス化の推進など、市民にとって必要なサービスに新たな価値を付与

し、行政全体がデジタル化することが重要です。「いつでも、どこでも、だれでも必

要な手続きが行える」市役所を実現するべく、行政サービスの高度化を進めていきま

す。 

 

 

 

 

 

来庁を前提とした総

合窓口化 

これまで これから 

情報化の基本方針 

スマート自治体への転換の推進 

方針１ 

行政サービスの高度化 

方針３ 

地域の課題解決 

方針２ 

行政事務の簡素化・効率化 

オンライン化により個々の市民サー

ビスが一貫してデジタルで完結 
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イ） 方針２ 行政事務の簡素化・効率化 

行財政改革を進める中で、既存の業務プロセスを抜本的に見直し、ＡＩやＲＰＡな

どの新しい情報化技術を積極的に活用することで、職員を定例的な事務作業から解放

し、簡素で効率的な行政運営を実現します。これにより、職員は窓口対応等の相談業

務や政策的判断を伴う付加価値の高い業務に専念できる体制づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

ウ） 方針３ 地域の課題解決 

デジタル技術を活用して地域情報化を推進し、市民やＮＰＯ、ボランティア団体な

どとの協働によって地域の課題解決に取り組みます。また、引き続きホームページ等

の情報発信を充実させるとともに、オープンデータの活用を前提とした課題解決型の

取り組みへと発想の転換を図ります。 

 

 

 

 

 

システム導入による 

業務の効率化 

職員による事務作業を自動化し、 

職員は相談や政策的な業務に注力 

 

これまで これから 

オープンデータの公

開 

オープンデータによる官民データ活

用の推進 

これまで

の取り組

み 

これから 
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ア）ＳＰＥＥＤ・・・スピード感を持って 

国ではこれまでの情報社会（Society4.0）に次ぐ新たな社会としてデジタル革新、

イノベーションを最大限活用して実現するSociety5.0（超スマート社会）が提唱され

ており、ますますデジタル改革が進んでいくこととなります。 

また、昨今の働き方改革や自治体のデジタル化推進等、近年のデジタル化は急激な

スピードで進化し続けており、本市もこの波に乗り遅れることなく、スピード感を持っ

て挑戦していくことを目標としています。 

 

イ） ＹＥＬＬ・・・地域を応援 

「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、

多様な幸せが実現できる社会～誰一人取り残さない、人にやさしいデジタル化～」と

いう国が示すデジタル社会の目指すビジョンは、本市においても重要な課題であり、

「できない」人「やりたくない」人への対応も含め、様々な視点を持って取り組んで

いかなければなりません。 

市民目線で様々な解決方法を見出し、等しく誰もが望んだサービスを手に入れるこ

とができる地域づくりを目指し、地域のデジタル化を進め、市民サービスの向上に取

り組んでいきます。 

 

ウ） ＭＵＬＴＩ・・・多様化する社会に対応 

デジタル社会では、市民ニーズや市民サービスなど色々なことが多様化していきま

す。スマート自治体への転換を推進するためにも、固定観念にとらわれることなく、

様々な視点から物事を見つめ、取捨選択していくことが必要です。 

そのために、発想力や創造力の向上、ＩＣＴの進歩による新たな取り組みや戦略、

そのための知識習得など、幅広い分野を見据えたデジタル化政策に取り組んでいきま

す。 

  

スピード感を持って 

地域を応援 

地域を応援 

地域を応援 

多様化する社会に対応 

地域を応援 

スマート自治体「SAYAMA」への取り組み姿勢 
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第5章 施策 

第 4 章 基本方針で定めた３つの方針「行政サービスの高度化」、「行政事務の簡素化・

効率化」、「地域の課題解決」を具体的に実現していくための推進項目として、「行政情

報システムの全体最適化」、「地域情報化の推進」、「ＩＣＴガバナンスの強化」を本計

画における基本施策とし、スマート自治体への転換を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本施策１ 基本施策２ 基本施策３ 

第３次狭山市情報化基本計画 

 

(1)行政手続きのオンライン化 

(3)行政事務のデジタル化の推進 

(4)情報セキュリティ対策 

(2)クラウド活用とノンカスタマイズの推進 

(5)新たな課題等への対応と活用 

 

(1)安全・安心な地域づくりの推進 

(2)地域の活性化の推進 

 
(3)官民データ活用の推進 

 

(1)情報化推進体制の強化 

 
(2)情報システム調達の適正化 

(3)専門的人材の育成の推進 

スマート自治体への転換の推進 

方針１ 行政サービスの高度化 

方針２ 行政事務の簡素化・効率化 

方針３ 地域の課題解決 

行政情報システムの
全体最適化 

地域情報化の推進 ＩＣＴガバナンスの強化 
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 5．1 行政情報システムの全体最適化 

 
（１） 行政手続きのオンライン化  

(1) 行政手続きのオンライン化 

情報化を取り巻く環境や課題の変化に対応し、市民にとってより「簡単」で「わ

かりやすく」、「便利」なサービスを提供すべく、行政手続きのオンライン化を進

めます。 

ア） 行政手続きのオンライン化 

デジタル技術を活用し、充実したサービスを実現するため、３つの原則に基づき

導入を進めます。 

 

 

                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）総合窓口の推進 

一度の申請で複数の手続きの同時処理や、一

連のサービスを一括で対応します。平成２６年

に実現した住民記録・地方税の総合窓口化は、

次期更新に向け機能の拡充等も含め取り組み

ます。また、福祉関連窓口・地区センターにお

いても総合窓口化を検討していきます。 
 

ワンスオンリー 

一度提出した情報

は、二度提出する

ことを不要とする 

 

 

この書類を〇〇
課と△△課へ出
してください 

同じ書類なの
にどうして？ 

 

この書類は
こちらで〇
〇課と△△
課に共有さ
せていただ
きますね 

 

一度で済
んだよ♪ 

コネクテッド・ワンストップ 

民間サービスを含め、複

数の手続き・サービスを

ワンストップで実現する 
 

市役所の住所変更届に

併せ、電気・ガス・水

道・携帯電話なども同

時に手続きが可能 

 

市役所だけ
でいろんな
手続きが終
わるから早
い！ 

 

総合窓口 

施策概要 

これまで これから 

デジタルファースト 

個々の手続き・サー

ビスが一貫してデジ

タルで完結する 市民 

 

電子申請 

 

受付・処理 

行政 

 

交付 

市役所へ行かなく

ていいんだ！ 

 

オンライン決済 
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（２） クラウド活用とノンカスタマイズの推進  

(2) クラウド活用とノンカスタマイズの推進 

情報システムを他自治体と共同利用・運用する「自治体クラウド」の導入を検討

するとともに、業務の見直しを実施し、情報システムの標準化・効率化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア） クラウドの活用拡大 

本市では、総合窓口対応システムをはじめ、順次情報システムのクラウド化を進

めてきました。今後も費用対効果を見据え、クラウド活用を拡大します。 

イ） ノンカスタマイズ導入の推進 

情報システムの導入及び更新にあたっては、費用の削減や保守性の向上を目的に、

既存の業務プロセスを抜本的に見直し、ノンカスタマイズを推進します。 

ウ） 情報システムの標準化・共通化 

他自治体とのシステムやサービスの共同利用・運用を行い、データやサービスの

連携を図ることにより、コスト面やセキュリティ面での効果が期待されます。 

国においても地方自治体の情報システムの標準化を進めており、その動向も踏ま

え標準化を推進します。  

施策概要 

みんなで使うと色んな

メリットがあるね♪ 
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（３） 行政事務のデジタル化の推進  

(3) 行政事務のデジタル化の推進 

事務の効率化や働き方改革等の一助とすべく、既存システムの更新に際し、内容

を見直していくことや、新しい仕組みの導入時に適切なシステムの構築を推進して

いきます。 

ア） 事務の効率化 

デジタル化で実現するペーパーレス化や押印廃止を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ） 既存システムの更新時における見直し 

時代に取り残されないよう行政事務のデジタル化を進めるためには、今あるもの

を見直していく勇気も必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
朱肉による押印
ではなく、電子
での公印 

電子公印 

 

ペーパー
レス会議 

タブレットやＰＣに
資料をダウンロード
して会議に参加 

簡易承認・電子回
覧・電子会議室・
スケジュール・施
設予約 etc… 

推 進 中 

グループウェア

の活用 

計 画 

 

電子決裁 

紙をスキャ 
ナーなどで 
電子化し、 
保存する 

文書の
電子化 

申請 確認 承認 

押印不要で各自が見られる 

 

パッケージ導入す

るシステムはノン

カスタマイズと

し、業務プロセス

の見直しを行う。 

標準化 

更新時点において

当該システムが必

要か否か、時期や

優先順位などを見

極める。 

取捨選択 

更新時には幅広い

視点で他の業務と

の連携なども視野

に入れて検討して

いく。 

連 携 

施策概要 
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ウ） デジタルインフラ整備 

事務の効率化のためには、デジタルインフラが重要です。デジタルインフラの整

備には時間と費用が多くかかるため、計画的に実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

庁内無線ＬＡＮ環境の整備 

 

庁内に無線ＬＡＮ環境を構築し、業務用パソコ

ンを配線不要で移動し、会議時に資料を探すこと

ができます。また、時間や場所にとらわれること

なく作業が可能であり、サテライトスペースなど

を有効活用できます。 

ネットワークの増強 

 

 

100Mbps  
→ 1Gbps 

市役所に敷設されたネットワークの回線

（ＬＡＮ）や公共施設と接続しているネッ

トワーク回線（ＷＡＮ）を増強することで、

オンライン会議システム等の画像・動画転

送時のスムーズな通信を実現します。 
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（４） 情報セキュリティ対策  

(4) 情報セキュリティ対策 

ＩＣＴを活用した情報化の推進は、常に情報セキュリティが確保されていること

が前提です。情報セキュリティを取り巻く環境や脅威は常に変化しているため、継

続して情報セキュリティ対策の見直し、強化を図ります。 

ア） 情報セキュリティ対策の見直し、強化 

情報セキュリティを取り巻く状況の変化への対応や個人情報保護対策を踏まえる

とともに、総務省が定める「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関

するガイドライン」の改定にあわせ、「狭山市情報セキュリティポリシー」及び「セ

キュリティ手順書」の見直しを実施します。 

また、全職員を対象とした情報セキュリティ教育を実施するなど、人的なセキュ

リティ対策の強化も図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報セキュリティポリシーのPDCA サイクル 

ＰＤＣＡサイクルは、一度限りではな

く、定期的に繰り返すことで、環境の変

化に対応しつつ、情報セキュリティ対策

の水準の向上が図れます。 

セキュリティ対策は

とても重要だね 

施策概要 
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イ） ＩＣＴ－ＢＣＰの見直し・充実 

地域の安全・安心を実現するサービスには、防災関係をはじめ、災害発生時に稼

働するシステムも含まれており、不測の事態にあってもサービスを継続することが

求められています。あらゆる脅威を想定したうえで優先的に運用しなければならな

いシステムを選別し、業務を継続するための「狭山市ＩＣＴ－ＢＣＰ」を常に見直

すとともに、非常時を想定した訓練を継続して実施していきます。 

 

 

出典：内閣府中央防災会議「事業継続ガイドライン」より 

  

ＩＣＴ－ＢＣＰの概念 
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（５） 新たな課題への対応と活用  

(5) 新たな課題への対応と活用 

時代の節目には、今までとは違う基準を持った新しい世界観を作り上げていく必

要があります。それに相応しい新しい日常と働き方、手続き、サービスへと連携で

きるよう、デジタル化を進めます。 

ア） ニューノーマルの実現に向けて 

行政では取り入れることが難しいとされているテレワークやオンライン会議等を、

セキュリティを維持しつつ積極的に導入・運用していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策概要 

 

公民館や市庁舎内会議

室などのネットワーク

環境を整備し、サテラ

イトスペースとして活

用する 

サテライトスペース 

 

テレワーク 

自宅にいながら市役所のネッ

トワークと接続して業務が行

える。オンライン会議システ

ムで職場と繋がる 

 

オンライン会議・研修・セミナー 

集合しなくても会議や研

修、セミナーを企画したり

参加したりできる 

市役所も新しい働き方

に変わるんだね♪ 
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イ） 人がやらなくてもいい、それができるのが、ＩＣＴ 

職員が減少し、業務量は増加していく中、市民に満足してもらえる市民サービス

を実施するためには、いかにＩＣＴを活用し、業務を効率化すべきか。そのために、

必要なシステムの導入に引き続き取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

簡単なものも難し

いものも、全て人

が考え、解決して

いく 

同じネットワークを利用した業務

でも、命令をかけるのは人。スイッ

チのＯＮ・ＯＦＦや設定変更は現

場まで行かなくてはならない… 

 

 

同じ入力の繰り返

し作業に時間を取

られている… 

ボクが解決

するよ！！ 現 状 

手作業等手間のかかる業務を抽出 

人が考えなくても十分な仕分け作

業や、繰り返される類似した選択

を、人に代わってＡＩが答えを出

し、作業をする 

ＡＩ 

ＩｏＴ 

モノを動かす操作

も、ネットワークで

行うことで、業務の

効率化を実現する 

ＲＰＡ 

人が繰り返し行っているＰＣへの入

力操作をロボットに覚えさせて、自

動で操作します！ 
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 5．2 地域情報化の推進 

 
（１） 安全・安心な地域づくりの推進  

(1) 安全・安心な地域づくりの推進 

近年、地震や気象災害などの自然災害が多発しており、また、少子高齢化の進行

や地域コミュニティの希薄化、高齢者等の孤立などの社会的課題が顕著になる中で、

ＩＣＴを活用して防災対策や高齢者・障害者等への生活支援、地域の活性化などを

進め、地域の安全・安心を実現します。 

ア） 統合型ＧＩＳの導入 

各ＧＩＳを順次集約した統合型ＧＩＳを構築し、防災・防犯など緊急時に必要と

なるサービスの提供や、政策立案の基礎資料として活用できるよう、計画的に整備

します。 

イ） 情報提供媒体の多様化 

これまでのメール配信サービス等に加え、高齢者や障害者、 

外国人などにも配慮し、情報難民ゼロを実現できるよう更に 

情報提供媒体の多様化を進めます。 

ウ） 災害時におけるＩＣＴの利活用 

災害発生時においても、迅速な情報収集や集約、共有する 

手段として、発災箇所等の映像をリアルタイムに共有するシ 

ステムや被災者支援システム等を活用し、迅速に対応します。 

 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

  

施策概要 

これですぐに
対応できるね 
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（２） 地域の活性化の推進  

(2) 地域の活性化の推進 

今後深化していくデジタル社会。それは誰一人取り残されることなく実現するこ

とが大切です。より分かりやすく、より便利に、より柔軟に、地域のデジタル化を

進めて市民の利便性の向上を図り、地域を活性化するとともに、市民のデジタル化

の応援に取り組んでいきます。 

ア） マイナンバーカードの普及・マイナポータル利用を推進 

マイナンバーカードは最高位の本人確認ツールとなり、また、行政、民間を問わ

ず利用者をオンラインでつなぐ鍵となります。 

 

 

 

 

 

カード交付率（R2.12.20現在） 

市町村名等 交付率 県内順位 
川越市 23.35% 20 

所沢市 23.51% 18 

飯能市 26.37% 7 

狭山市 21.48% 37 

入間市 21.83% 32 

日高市 21.98% 30 

埼玉県全体 23.05%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交付率アップに向けて 

がんばらないと！ 

令和４年度末にはほぼ全国民にマイナンバーカードが行き渡ることを目指

し、マイナンバーカードの普及の加速化等を強力に推進 

国の方針 

出張申請支援 

市内地区セン

ターでマイナン

バーカード交付

申請を支援 

土日交付の拡充 

夜間や土日の

カード交付を拡

充する 

 

マイナポータルサービス 

子育てぴったりサービスや介

護ワンストップなど、マイナ

ポータルを利用したサービス

の拡充 

マイナンバーカードを利用

したサービスの拡充 

コンビニで交付できる証明

書の種類を増やすなど、

サービスを拡充する 

 

施策概要 
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イ） デジタルデバイドの解消 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ） 教育機関の充実 

国の方針に基づき、ＧＩＧＡスクール構想を実現します。 

・ＧＩＧＡスクール構想 

内閣官房及び３省が連携して令和時代のスタンダードとして学校ＩＣＴ

環境を整備し、公正に個別最適化され、ＡＩに代替されない創造性を育

める学びの場の実現へ 

・子供たち1人1人に個別最適化され、創造性を育める 

・学びにおける時間・距離などの制約を取り払う 

・個別に最適で効果的な学びや支援 

・プロジェクト型学習を通じて創造性を育む 

・校務の効率化 

・学びの知見の共有や生成 

 

 

 

 

  

小・中学生のうちからＩＣＴに触
れる機会が多いと、大人になって
からも当たり前に使えるね！ 

デジタルデバイドを

解消し地域を活性化 

世代格差 

身体的格差 

地域格差 

デジタルデバイドとは、様々な格差に

よりデジタル技術の恩恵が平等に受け

られないことを言います。 

国は、「全ての国民にデジタルの恩恵

を届けることができるように、デジタル

デバイド対策に取り組む」としており、

今後も様々な観点からデジタルデバイ

ドの解消に努める対策を更に進めてい

きます。 

 

 
市民交流促進総合ポータルサイト 

「さやまルシェ」 
 

公民館等のスマホ講座 
 

オンライン相談 

デジタルデバイド解消例 
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（３） 官民データ活用の推進  

(3) 官民データ活用の推進 

本市では、オープンデータ化を推進する際の基本的な考え方や取り組みの方向性

を示すため、令和元年１１月に「狭山市オープンデータガイドライン」を策定しま

した。このガイドラインに則り、令和２年１月から公開しましたが、今後も更なる

行政の透明性・信頼性の向上や官民協働・市民参加の推進及び地域経済の活性化を

促進するため、積極的なデータ公開に取り組みます。 

また、国が策定した「地方公共団体におけるデータ利活用ガイドブック」（平成

３０年６月総務省策定。）に基づき、市が保有するビッグデータの利活用を推進し

ます。さらに、庁内の部局・分野に加えて、他自治体等との連携を踏まえ、広域で

のデータの利活用も検討し、より効果的な施策への活用を図ります。 

 

 

 

 

 

 

                 

    

 

 

 

オープンデータとは・・・ 

国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、誰もがイン

ターネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、以

下のいずれにも該当する形で公開されたデータを指します。 

・営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用されたもの 

・機械判読に適したもの 

・無償で利用できるもの 

埼玉県オープンデータポータルサイト 

狭山市のオープンデータは、「埼玉県オープン
データポータルサイト」に登録しているよ 

施策概要 
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 5．3 ＩＣＴガバナンスの強化 

 
（１） 情報化推進体制の強化  

(1) 情報化推進体制の強化 

本市は、ＩＣＴガバナンスの核となるＣＩＯを設置し、また、外部の専門家とし

て情報政策官を登用し、全庁的・横断的な情報化推進体制を整備しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

狭山市情報化推進体制図 

狭山市情報化推進本部 

本部長：情報統括責任者（CIO） 

各部長等 

狭山市情報化推進委員会 

委員長：情報統括責任者補佐官（CIO補佐官） 

各課長等 

情報政策官 

事務局（情報政策課） 

専門部会 

（特定課題について各種調査や施策・事業の検討） 

A 

専門部会 

B 

専門部会 

C 

専門部会 

自治体ＤＸ推進のためには、仕事の仕方、組織・人事の仕組み、

組織文化・風土そのものの変革が必要となるため、市長自らが

強いコミットメントを持って取り組めるようCIOとなっています。 

CIOのマネジメントを専門的な識見

から補佐するため、外部より専門

家を任用しています。 

頼りになるなぁ 

施策概要 
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（２） 情報システム調達の適正化  

(2) 情報システム調達の適正化 

各業務主管課が情報システムを費用対効果の視点から評価し、企画から運用保守

まで一貫して業務改革が可能となるよう調達ガイドラインに則り、経費の適正化を

図ります。 

 

ア） 情報システム調達ガイドラインの継続的な見直し 

情報システム調達の最適化についての基本的な考え方や手順である「情報システ

ム調達ガイドライン」を継続的に見直し、あらゆる工程において活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ） 情報化関連予算の調整 

情報化関連予算の適正化を目的に、各業務主管課の情報システムの現状調査を実

施し、可視化・分析して各工程における課題を明らかにし、既存の情報資源の有効

活用を図るとともに、調達や運用面から見直しを行い、経費の抑制を図ります。 

 

  

調達ガイドライン 
情報システムのライフサイクルに連動 

評価 

導入経緯 

環境の変化 

業務範囲 

必要な機能 

システムの在り方 

システムの種類 

システムの規模 

システムの範囲 

機能要件 

スケジュール 

設計開発 

テスト 

教育研修 

運用テスト 

導入 

運用体制 

連絡先 

保守の範囲 

作業手順 

実施報告 

企画編 調達編 開発編 運用・保守編 

廃棄 

施策概要 
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（３） 専門的人材の育成の推進  

(3) 専門的人材の育成の推進 

情報化基本計画を進める上で重要な課題である、職員のＩＣＴ活用力の向上を図

ります。また、専門的人材の育成を計画と一体で継続的に取り組みます。 

ア） 適材の確保 

情報政策課の職員は、効果的な研修計画により専門性の高い知識や技術力を持ち

合わせることが必要です。また、国の自治体ＤＸ計画の推進に合わせ、情報化技術

に精通している職員を情報化の実務に関わる各部署にも配置するよう、人事的配慮

を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ） 研修制度の充実 

スマート自治体への転換を実現するためには、全職員がその目的を理解し共有し、

将来の労働力の変化を見据えて全体的な組織能力を向上させることが不可欠です。

ｅラーニング等を活用して職員のデジタルデバイドを解消することで、職員全体の

ＩＣＴスキルの底上げに繋げます。 

ウ） ＩＴ推進員の活用 

各所属のＩＣＴ推進のリーダーであるＩＴ推進員に対する勉強会や研修を計画的

に実施し、ＩＣＴの高度利用と情報セキュリティ意識の高揚を図り、ＩＴ推進員が

専門的人材として有効に機能するよう努めます。 

 

  

行革、法務、人事、財務部門 
連携 

専門的人材の確保 

CIO（市長） 

情報政策課 

情報政策官 

A課 

B課 

人材派遣 

国 

埼玉県 

地方自治体のデジタル化の

専門的人材の育成に寄与 
専門的人材 

専門的人材 

専門的人材 専門的人材 

施策概要 

情報提供 

研修 

C課 
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用 語 集 

 

用語 用語の略・解説 

AI Artificial Intelligence（アーティフィシャル・インテリジェンス）の略。人工的な方

法による学習、推論、判断等の知的な機能の実現及び人工的な方法により実現した

当該機能の活用に関する技術のこと。 

BCP Business Continuity Plan（ビジネス・コンティニュイティ・プラン）の略。災害

や事故などの際、最低限の事業活動を継続ないし目標復旧時間以内に再開できる

ようにするために、事前に策定される計画のこと。 

BPR Business Process Re-engineering（ビジネス・プロセス・リエンジニアリング）の

略。既存の業務の構造を抜本的に見直し、業務の流れ（ビジネスプロセス）を最

適化する観点から再構築すること。 

CIO Chief Information Officer （チーフ・インフォメーション・オフィサー）の略。Ｃ

ＩＯは、自治体におけるすべてのネットワーク、情報システムなどの情報資産の

管理や情報セキュリティに関する権限及び責任を有することとしている。 

CISO Chief Infomation Security Officer（チーフ・インフォメーション・セキュリティ・

オフィサー）の略。組織体・共同体内で情報セキュリティを統括する最高情報セ

キュリティ責任者のこと。 

DX Digital（デジタル）と変革を意味する Transformation（トランスフォーメーショ

ン）により作られた造語。様々なモノやサービスがデジタル化により便利になっ

たり効率化されたりし、その結果デジタル技術が社会に浸透することで、それま

でには実現できなかった新たなサービスや価値が生まれる社会やサービスの変革

のこと。 

GIS Geographical Information System の略。電子化された地図データと統計データや各

位置の持つ情報などのデータとを総合的に管理・加工し、視覚的に表示し、高度

な分析や迅速な判断を可能にする情報システムのこと。 

ICT Information and Communication Technology（インフォメーション・アンド・コ

ミュニケーション・テクノロジー）の略。情報処理及び情報通信に関する技術の

総称のこと。従来から使われているＩＴ（InformationTechnology（インフォメー

ション・テクノロジー））に代わる言葉として使われているもの。 

ICT ガバナンス 組織体・共同体がＩＣＴを導入・活用するにあたり、目的と戦略を適切に設定

し、その効果やリスクを測定・評価して、理想とするＩＣＴ活用を実現するメカ

ニズムをその組織の中に確立すること。 

IoT Internet of Things（モノのインターネット）の略。自動車、家電、ロボット、施設

などあらゆるモノがインターネットにつながり、情報のやり取りをすることで、

モノのデータ化やそれに基づく自動化等が進展し、新たな付加価値を生み出すと

いうコンセプトを表した語。 

IT 推進員 平成 13 年 8 月 1 日施行による「狭山市ＩＴ推進員設置要領」にもとづき各所属

におけるＩＣＴ活用の推進リーダーとして、情報機器の操作及び通信回線の管理

等を行うとともに、行政の情報化を推進する要員。 
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用語 用語の略・解説 

PDCA マネジメントサイクルの 1 つで、plan（計画）、do（実行）、check（評価）、

act（改善）のプロセスを順に実施し、最後の act では check の結果から、次回の

plan に結び付けるらせん状のプロセスを繰り返し継続的な業務改善活動を推進す

る手法のこと。 

RPA Robotic Process Automation（ロボティック・プロセス・オートメーション）の

略。人間がパソコンを操作して行う作業を、ソフトウェアによる自動的な操作に

よって代替する概念のこと。 

Society 5.0 狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情

報社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指すもので、サイバー空間（仮想空

間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発

展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）を指す。 

SNS Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の略。個

人間の交流を支援するサービスで、参加者は共通の興味、知人等をもとに様々な

交流を図ることができる。 

オープンデータ 行政機関等が保有する公共データを機械判読に適したデータ形式で、かつだれも

が二次利用を可能とするルールによって公開したデータのこと。 

クラウド コンピュータの利用形態のひとつ。インターネットを通じて提供されるサービス

やデータを、利用者が所在を意識することなく利用できるコンセプトのこと。 

サテライトスペース 企業・組織の主要な勤務拠点から離れた場所に設置されたスペースのこと。 

情報政策官 情報化に関する専門的な識見を有し、情報化推進体制における最高責任者である

情報統括責任者（ＣＩＯ）に対しその職務を補佐するとともに、電子自治体の推

進などの情報政策全般について助言を行う。 

市民交流促進総合

ポータルサイト「さ

やまルシェ」 

市の公式ホームページとは別に、地域に特化した行政情報と民間情報を一か所に

集約し自宅のパソコンや携帯電話から同時に閲覧でき、市民側からの情報提供な

ども可能な双方向性を持ったシステムのこと。 

スマート自治体 人口や職員数が減少する中でも、持続可能な形で行政サービスを提供し続け、住

民福祉の水準を維持できるよう、総務省の掲げる３原則「行政手続きを紙から電

子へ」「行政アプリケーションを自前調達式からサービス利用式へ」「自治体や

ベンダーが守りの分野から攻めの分野へ」を業務のデジタル化やＡＩなどの活用

により実現し、効率的にサービスを提供できる自治体のこと。 

総合窓口 行政情報や各種申請・届出に関する手続き情報などを、市民や企業に対して一元

的に提供できる窓口形態のこと。 

デジタルインフラ インターネットをはじめとするＩＣＴ全般の技術基盤。パソコンやスマートフォ

ンのネットへの接続を可能とする通信回線網や、共通の利用環境を提供するシス

テムなどを指す。 

テレワーク サテライト勤務、モバイル勤務、在宅勤務等、場所や時間を有効に活用できる柔

軟な働き方。 

ニューノーマル 時代の節目に訪れる転換期。新しい常識や常態が生まれた社会のこと。 

ビッグデータ ボリュームが膨大でかつ構造が複雑であるが、そのデータ間の関係性などを分析

することで新たな価値を生み出す可能性のあるデータ群のこと。 
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用語 用語の略・解説 

マイナポータル 政府が運営するオンラインサービス。マイナンバーカードを使ってログインし、

子育てや介護をはじめとする行政手続がワンストップでできたり、行政機関から

のお知らせを確認できたりする。 

マイナンバーカード プラスチック製のＩＣチップ付きカードで券面に氏名、住所、生年月日、性別、

マイナンバー（個人番号）と本人の顔写真等が表示されたもの。本人確認のため

の身分証明書として利用できるほか、自治体サービス、e-Tax 等の電子証明書を

利用した電子申請等、様々なサービスにも利用できる。 

 


